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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第53期

第３四半期連結
累計期間

第54期
第３四半期連結
累計期間

第53期

会計期間

自　平成23年
　　10月１日
至　平成24年
　　６月30日

自　平成24年
　　10月１日
至　平成25年
　　６月30日

自　平成23年
　　10月１日
至　平成24年
　　９月30日

売上高 (千円) 13,039,32912,144,03718,661,777

経常利益 (千円) 641,428 174,1001,028,569

四半期(当期)純利益 (千円) 61,780 54,931 240,042

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 90,872 234,766 237,784

純資産額 (千円) 9,234,0079,118,1349,380,823

総資産額 (千円) 16,812,52819,814,50016,412,281

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 3.02 2.73 11.75

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.9 46.0 57.2

 

回次
第53期

第３四半期連結
会計期間

第54期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自　平成24年
　　４月１日
至　平成24年
　　６月30日

自　平成25年
　　４月１日
至　平成25年
　　６月30日

１株当たり四半期純利益
金額及び１株当たり四半
期純損失金額(△)

(円) 1.99 △0.02

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、昨年12月の自民党新政権発足後の各種経済政策効果への

期待感から、為替相場の円高是正、株式市場の回復がもたらされる等、国内経済の緩やかな持ち直し傾向がみら

れるものの、欧州の債務問題、中国など新興国の成長鈍化などによる海外景気の下振れや円安進行に伴う原材料

価格の上昇懸念など不透明な厳しい状況が続いております。

当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、当地区における、公共工事受注について前年を

上回ってはいるものの、景気回復が全般的に浸透してきているとは言えない中、民間投資についての慎重な姿勢

ならびに価格競争が依然として厳しい状況であることは変わりません。

このような環境下にあって、当社グループの当第３四半期連結累計期間における連結売上高12,144百万円(前

年同四半期比6.9％減)となりました。

損益面につきましては、営業利益108百万円(前年同四半期比81.9％減)、経常利益174百万円(前年同四半期比

72.9％減)、四半期純利益54百万円(前年同四半期比11.1％減)となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりです。

①　建設事業

完成工事高10,641百万円(前年同四半期比3.9％増)、営業利益92百万円(前年同四半期比77.9％減)となり

ました。

 

②　エンジニアリング事業

完成工事高1,137百万円(前年同四半期比5.9％減)、営業利益110百万円(前年同四半期比27.5％増)となり

ました。

 

③　開発事業等

開発事業等売上高1,095百万円(前年同四半期比51.8％減)、営業損失122百万円(前年同四半期は169百万

円の営業利益)となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は８百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 82,000,000

計 82,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,103,51421,103,514

東京証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式です。
単元株式数は、500株です。

計 21,103,51421,103,514― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年４月１日～
平成25年６月30日

― 21,103,514 ― 2,888,492 ― 1,995,602
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前基準日(平成25年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

   平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　675,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

20,330,500
40,661 同上

単元未満株式
普通株式

98,014
― 同上

発行済株式総数 21,103,514― ―

総株主の議決権 ― 40,661 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」の欄には証券保管振替機構名義の株式が4,500株(議決権９個)含まれております。

２  「単元未満株式」には、当社所有の自己株式が285株、証券保管振替機構名義の株式100株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ヤマウラ

長野県駒ヶ根市北町
22―１

675,000 ― 675,000 3.20

計 ― 675,000 ― 675,000 3.20

(注)  当第３四半期会計期間末における自己株式数は、以下のとおりです。なお、上記自己名義所有株式数には、直前の基準日

以降取得した自己株式400株及び持株信託所有当社株式数を含めておりません。

自己株式数                          1,901,185株

  うち、当社所有等自己株式数          675,685株

  うち、持株会信託所有当社株式数    1,225,500株

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年10月１日から平成25年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、誠栄監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,203,047 3,367,345

受取手形・完成工事未収入金等 ※1
 1,801,851

※1
 1,853,932

販売用不動産 4,912,705 4,929,020

未成工事支出金 520,046 742,892

開発事業等支出金 1,246,089 3,166,027

材料貯蔵品 22,970 33,585

その他のたな卸資産 404 404

その他 889,371 715,379

貸倒引当金 △181,175 △182,879

流動資産合計 11,415,311 14,625,707

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 2,246,545 2,172,652

土地 1,204,744 1,233,283

その他（純額） 215,300 214,990

有形固定資産合計 3,666,590 3,620,926

無形固定資産 213,525 179,002

投資その他の資産

その他 1,241,784 1,423,714

貸倒引当金 △124,930 △34,850

投資その他の資産合計 1,116,853 1,388,864

固定資産合計 4,996,970 5,188,793

資産合計 16,412,281 19,814,500

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※1
 3,684,216

※1
 3,814,703

短期借入金 1,000,000 3,300,000

未払法人税等 56,559 96,050

未成工事受入金 899,068 1,361,795

工事損失引当金 96,816 300,095

引当金 199,159 282,943

その他 397,664 312,640

流動負債合計 6,333,483 9,468,228

固定負債

長期未払金 139,165 139,165

長期借入金 － 420,000

資産除去債務 62,655 63,343

退職給付引当金 380,536 393,814

その他 115,617 211,814

固定負債合計 697,974 1,228,137

負債合計 7,031,457 10,696,365
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,888,492 2,888,492

資本剰余金 1,995,602 1,995,602

利益剰余金 4,698,185 4,650,975

自己株式 △197,673 △592,987

株主資本合計 9,384,606 8,942,082

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △3,782 176,052

その他の包括利益累計額合計 △3,782 176,052

純資産合計 9,380,823 9,118,134

負債純資産合計 16,412,281 19,814,500
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高

完成工事高 10,772,334 11,055,402

開発事業等売上高 2,266,994 1,088,634

売上高合計 13,039,329 12,144,037

売上原価

完成工事原価 9,070,199 9,640,546

開発事業等売上原価 1,918,952 990,795

売上原価合計 10,989,152 10,631,341

売上総利益

完成工事総利益 1,702,134 1,414,856

開発事業等総利益 348,042 97,839

売上総利益合計 2,050,177 1,512,696

販売費及び一般管理費 1,448,266 1,404,015

営業利益 601,910 108,680

営業外収益

受取利息 9,461 53,670

受取配当金 12,135 14,625

受取手数料 15,068 7,649

受取保証料 16,000 －

その他 8,143 4,960

営業外収益合計 60,808 80,906

営業外費用

支払利息 14,706 15,485

訴訟関連費用 6,583 －

その他 0 0

営業外費用合計 21,290 15,486

経常利益 641,428 174,100

特別利益

固定資産売却益 7,099 －

受取補償金 8,420 －

特別利益合計 15,519 －

特別損失

固定資産売却損 ※2
 102,807 －

固定資産除却損 － ※3
 2,203

退職給付費用 ※4
 330,000 －

特別損失合計 432,807 2,203

税金等調整前四半期純利益 224,139 171,896

法人税、住民税及び事業税 162,358 116,965

少数株主損益調整前四半期純利益 61,780 54,931

四半期純利益 61,780 54,931
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年10月１日
　至 平成24年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 61,780 54,931

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 29,091 179,834

その他の包括利益合計 29,091 179,834

四半期包括利益 90,872 234,766

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 90,872 234,766

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【会計方針の変更等】

 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年10月１日  至  平成25年６月30日)

(減価償却方法の変更)

  当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年10月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

  これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微です。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

 
当第３四半期連結会計期間
(自　平成24年10月１日
至　平成25年６月30日)

１　税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連

結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算する方法によっておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社　ヤマウラ(E00268)

四半期報告書

13/23



【追加情報】

 

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年10月１日  至  平成25年６月30日)

(信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship®))

  当社は、平成25年４月12日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのイ

ンセンティブの付与を目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship®)」(以下、「本プラ

ン」といいます。)の導入を決議いたしました。

  本プランは、「株式会社ヤマウラ従業員持株会」(以下「持株会」といいます。)に加入するすべての従業員を対

象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「株式会社ヤマウラ従業員持株会専用信

託」(以下、「従持信託」といいます。)を設定し、従持信託は、今後７年間にわたり持株会が取得すると見込まれる

数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行われるとと

もに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産とし

て受益者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入に対し保

証することになるため、当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従

持信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することに

なります。

  当社株式の取得及び処分については、当社が従持信託の債務を保証しており、当社と従持信託は一体であるとす

る会計処理をしております。従って、従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債ならびに損益については四

半期連結財務諸表に含めて計上しております。

  なお、当第３四半期連結会計期間の末日現在の自己株式数は次のとおりであります。

 

 
当第３四半期
連結会計期間末

自己株式数 1,901,185株

うち当社所有自己株式数 675,685株

うち従持信託所有自己株式数 1,225,500株
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１  四半期末日満期手形の会計処理については、当第３四半期連結会計期間末の末日(平成25年６月30日)は金

融機関の休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。四半期末日満期手形

の金額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成24年９月30日)
 

当第３四半期連結会計期間

(平成25年６月30日)

受取手形 22,905千円 1,000千円

  

      なお、支払手形・ファクタリングにつきましては、通常当期末に満期とすべきものをあらかじめ平成25年７

月１日を満期日として発行したものもありその金額は下記のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成24年９月30日)
 

当第３四半期連結会計期間

(平成25年６月30日)

支払手形 77,787千円 141,473千円

ファクタリング 273,670千円 372,478千円
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(四半期連結損益計算書関係)

 

  １  当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第２四半期連結会計期間と第４四半期連結会

計期間に完成する工事の割合が大きいため、各四半期連結会計期間の業績に季節的変動があり

ます。

※２  固定資産売却損

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年10月１日　至　平成24年６月30日)

固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

土地売却損　102,807千円

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年10月１日　至　平成25年６月30日)

該当事項はありません。

※３  固定資産除却損

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年10月１日　至　平成24年６月30日)

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年10月１日　至　平成25年６月30日)

固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物除却損　702千円

機械装置除却損　1,501千円

※４  退職給付費用の内訳

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年10月１日　至　平成24年６月30日)

当社が加入している総合設立型厚生年金基金が年金資産の一部をAIJ投資顧問株式会社に運

用を委託していたため、将来の追加拠出に伴う損失を見積もり、特別損失に計上しております。

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年10月１日　至　平成25年６月30日)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社　ヤマウラ(E00268)

四半期報告書

16/23



(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

ん。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の

とおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成24年６月30日)

 
当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年10月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 185,678千円  175,685千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成24年６月30日)

１  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月16日
定時株主総会

普通株式 51,074 2.5平成23年９月30日平成23年12月19日利益剰余金

平成24年５月15日
取締役会

普通株式 51,073 2.5平成24年３月31日平成24年６月22日利益剰余金

 

  (2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年10月１日  至  平成25年６月30日)

１  配当に関する事項

  (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年12月20日
定時株主総会

普通株式 51,070 2.5平成24年９月30日平成24年12月21日利益剰余金

平成25年５月15日
取締役会

普通株式 51,070 2.5平成25年３月31日平成25年６月21日利益剰余金

 

  (2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。

 

２  株主資本の著しい変動

平成25年４月12日開催の取締役会において決議いたしました「信託型従業員持株インセンティブ・プラン

(E-Ship®)」の導入により、自己株式を419,869千円取得し、当第３四半期連結会計期間末における自己株式は

592,987千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成24年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２建設事業

エンジニア
リング事業

開発事業等 計

売上高       

　外部顧客への売上高 9,563,8531,208,4812,266,99413,039,329 ― 13,039,329

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

680,746 ― 7,269 688,015△688,015 ―

計 10,244,5991,208,4812,274,26413,727,345△688,01513,039,329

セグメント利益 418,89787,033169,249675,180△73,269601,910

(注) １．セグメント利益の調整額△73,269千円には、セグメント間取引消去2,199千円、各報告セグメントに配分していない

全社費用△75,468千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間(自  平成24年10月１日  至  平成25年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額(注)２建設事業

エンジニア
リング事業

開発事業等 計

売上高       

　外部顧客への売上高 9,917,9801,137,4221,088,63412,144,037 ― 12,144,037

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

724,010 ― 7,269 731,279△731,279 ―

計 10,641,9901,137,4221,095,90412,875,316△731,27912,144,037

セグメント利益又は損失(△) 92,725110,985△122,63981,072 27,608108,680

(注) １．セグメント利益又は損失(△)の調整額27,608千円には、セグメント間取引消去5,388千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用22,219千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

ります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成24年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年10月１日
至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益 3.02円 2.73円

　(算定上の基礎）   

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 61,780 54,931

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 61,780 54,931

普通株式の期中平均株式数(株) 20,429,364 20,091,344

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．信託型従業員持株インセンティブ・プラン(E-Ship®)によって設定される従持信託が所有する当社株式について

は、四半期連結財務諸表において自己株式として認識しているため、当第３四半期連結累計期間の「普通株式の期中

平均株式数」は、当該株式数を控除して算定しております。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第54期（平成24年10月１日から平成25年９月30日まで）中間配当については、平成25年５月15日開催の取締役

会において、平成25年３月31日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 51,070千円

②　１株当たりの金額 ２円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年６月21日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成25年８月９日

株式会社ヤマウラ

取締役会　御中

誠栄監査法人

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　荒　　川　　紳　　示　　㊞

 

代表社員
業務執行社員

 公認会計士　　古　　川　　利　　成　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤ
マウラの平成24年10月１日から平成25年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成25年４月１
日から平成25年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年10月１日から平成25年６月30日まで)に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記
について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマウラ及び連結子会社の平成25年６月30日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事
項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
 
(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出会社

が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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